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事業名 確認
都市構造再編集中支援事業 ■

都市再生整備計画事業（社会資本整備総合交付金） □

都市再生整備計画事業（防災・安全交付金） □

まちなかウォーカブル推進事業 □



都市再生整備計画の目標及び計画期間 様式（１）-②

市町村名 地区名 面積 13.4 ha

令和 8 年度　～ 令和 12 年度 令和 8 年度　～ 令和 年度

目標

目標設定の根拠
都市全体の再編方針（都市機能の拡散防止のための公的不動産の活用の考え方を含む、当該都市全体の都市構造の再編を図るための方針）　※都市構造再編集中支援事業の場合に記載すること。それ以外の場合は本欄を削除すること。

まちづくりの経緯及び現況

課題

将来ビジョン（中長期）

都市構造再編集中支援事業の計画　※都市構造再編集中支援事業の場合に記載すること。それ以外の場合は本欄を削除すること。
都市機能配置の考え方

都市再生整備計画の目標を達成するうえで必要な誘導施設の考え方　※誘導施設を整備する場合に記載すること。それ以外の場合は本欄を削除すること。

都市の再生のために必要となるその他の交付対象事業等

目標を定量化する指標

単　位 基準年度 目標年度

人 R６年度 R12年度

％ R６年度 R12年度教育環境の満足度
こもろ・まちづくり市民意識調査（芦原新校学区）における
「教育施設の整備」に対する「満足」及び「やや満足」の回答
数の割合

芦原新校及び地域交流センター、通学路等の整備により、子育て・
教育環境に関する市民満足度の向上を図る（目標1・3）

33.1 38.1

指　　標 定　　義 目標と指標及び目標値の関連性 従前値 目標値

・本地区において、学校再編計画に基づき、３つの小学校と１つの中学校を統合した（仮称）芦原新校（義務教育学校）、学校再編を契機とした放課後の児童等の交流・活動の場となり、若者、子育て世代、お年寄りまで、地域住民の交流や学習・活動等の拠点となる地域
交流センターを学校建物内に整備する。（仮称）芦原新校（義務教育学校）の通学路となる周辺道路拡幅や地域公共交通ネットワーク形成のため地域生活基盤施設として広場を整備することにより、居住環境の向上を図る。

・芦原中学校区の小学校（坂の上小学校、水明小学校、千曲小学校）は芦原中学校敷地に併設・整備し、（仮称）芦原新校（義務教育学校）として令和10年度の開校を目指す。

―

コミュニティバス等の年間利用者数
遠距離通学支援として児童生徒のコミュニティバス（スクー
ルバス）やデマンド型コミュニティバスの利用者数

地域公共交通の再編による利便性の向上により、コミュニティバス
等の年間利用者数の維持を図る（目標1・2・3・4）

56,840 57,000

大目標：学校再編を契機とした世代を超えた交流と支え合いが育まれる持続可能なまちづくりの推進
　　目標１：芦原新校周辺における地域コミュニティの強化
　　目標２：遠距離通学支援等に向けた地域公共交通の再編・周辺道路の安全確保
　　目標３：子育て・教育環境の向上
　　目標４：公共施設の集約化による効率的・効果的な行政サービスの提供

　本市では、立地適正化計画（令和８年３月改定予定）において、教育施設の集約化に合わせて、子育て支援機能、多世代交流機能、生活サービス機能等の充実を図り、中央西地区（芦原新校周辺）において地域拠点の形成を図っていく。市内全域においてデマンド型
コミュニティバスの運行により住民の日常の移動手段の確保に取り組んでいるが、中心拠点と地域拠点においては、交通利便性の向上のため地域公共交通ネットワークの再編のための試験運行等に取り組み、持続可能なコミュニティ交通の実現を図っていく。

　本市は、多極ネットワーク型コンパクトシティの実現に向けて、居心地の良い、歩いて楽しいまちづくりに取り組んでいるが、全国的に少子高齢化が進むなか、本市においても、児童生徒数の将来推計では、単学級の小学校が増えることが予想されている。また、建物が
建築後40年以上を経過し、施設の老朽化が進行していることからも、市内にある６小学校、２中学校の統廃合の必要性が生じている。
　芦原中学校周辺の住宅地においては、75歳以上の人口が高く、高齢化が進んでいることから、空き家の増加により地域コミュニティや良好な居住環境の維持が困難になる可能性がある。
　このような現状を踏まえ、本市においては、教育施策と連携した「中央西地区（芦原新校周辺地区）」への居住誘導を図るため、「小諸市立地適正化計画」を改定（令和8年3月)し、学校再編を契機とした教育や子育て支援、地域交流、生活サービス機能などの機能を集
約することで、住民が安心して暮らし続けられる環境を整えるとともに、UIJターンによる若者・子育て世代の移住・定住を促進し、世代を超えた交流と支え合いが育まれる持続可能なまちづくり施策を進めていく。

・芦原中学校区においては、令和16年には3つの小学校のうち2校、令和19年には3校すべて全学年が1クラスとなることが予測され、学校運営に支障が出る恐れがある。このことから、早急な再編・再配置が求められており、芦原中学校区の統合小学校を芦原中学校敷
地に併設し、令和10年度に（仮称）芦原新校（義務教育学校）を開校する予定である。
・本市では中央西地区（芦原新校周辺地区）を地域拠点と位置付け、学校再編を契機として、居住誘導を図るため、教育・子育て支援機能、地域との多世代交流機能、生活サービス機能を本地区に集約するとともに、交通利便性の向上のため小諸駅を中心とした「中心
拠点」や地域拠点等を結ぶ地域公共交通ネットワークの構築が求められている。

①小諸市総合計画第5次基本構想（平成28年6月）
　　少子高齢化、人口減少等が急速に進む中にあって、「住みたい 行きたい 帰ってきたい まち」の将来像の実現に向け、都市機能の集約化を促進し、コンパクトシティの形成をめざした土地利用を図る。
②小諸市都市計画マスタープラン（平成28年6月）
　中央西地区（芦原新校周辺）を含む中央（西部）地域は「世代を超え 歴史や文化を繋ぎ、支え合う、詩情豊かなまち」を将来像に掲げ、生活道路の部分改良・維持管理の推進、情報発信や交通網の整備、既存施設の世代間交流に向けた有効活用等が掲げられてい
る。
③小諸市立地適正化計画（平成29年3月策定、令和8年3月改定予定）
　小・中学校を中心として地域コミュニティが維持され、中心市街地にもアクセスしやすい地域においては、教育・子育て機能や交流機能、生活サービス機能の導入を図り、地域の暮らしを支える拠点形成に努めることが、都市機能の誘導に係る考え方として掲げられてい
る。居住誘導に係る考え方として、人口密度をできるだけ維持するため、若者・子育て世代を中心とした居住を促すとともに、居住環境の質の向上を図ること、災害リスクを考慮した居住環境の形成を図ることが掲げられている。
④小諸市学校再編計画（令和5年7月25日策定）
　本市の目指す教育「心豊かで自立できる人が育つまち」への歩みとこれからとして、「つなぐ（学びをつなぐ）」「かわる（学びの質を高める）」「出会う（学びを支える）」の3つのキーワードの下、小中一貫教育制度の推進を掲げている。芦原中学校区では、回遊性のある小
中一体空間として整備するほか、校舎の一部に地域開放スペースを設け、多世代間の交流促進を図っていくこと、学校周辺の交通渋滞の緩和や、児童だけでなく地元の住民が日常生活でも利用できるコミュニティバスの導入を検討し、地域コミュニティの拠点形成を進
めていくことが掲げられている。
⑤地域公共交通計画（令和8年2月策定）
　小諸市立地適正化計画に基づく交通ネットワークの構築に向け、「多極ネットワーク型コンパクトシティ実現に向けた公共交通網の形成」「様々な既存交通手段をフル活用し、公共交通サービス水準の維持」「公民連携による新交通サービス等の検討」の３つの基本方針
を掲げ、学校再編に伴う通学手段の維持、住民・観光客等が利用できる二次交通の確保等を進めていくこととしている。
⑥公共施設等総合管理計画
　将来の地域変化等に対応した施設の再編や公共サービスの見直し、既存施設への集約化・複合化、機能のアウトソーシングによる規模の最適化に向け、「小諸市立地適正化計画」等と連携しながら、公共施設の延床面積の30％削減に向けた取組を推進している。
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都市再生整備計画の整備方針等 様式（１）-③

計画区域の整備方針

その他

【（目標４）公共施設の集約化による効率的・効果的な行政サービスの提供】
・芦原新校の整備に合わせて、地域交流センターを併設し、公共施設の集約化を図る他、地域公共交通計画（令和８年３月策定予定）を踏まえたコミュニ
ティバス（スクールバス等）導入に向け調査・試験運行を行い、効率的・効果的な行政サービスの提供につなげる。
・防災や環境学習等の講座開催等、持続的なまちづくりに向けた地域住民の意識の醸成を図る。

【基幹事業】
■高次都市施設
・地域交流センター
■誘導施設
・教育文化施設：芦原新校（義務教育学校）
【提案事業】
■まちづくり活動推進事業
・芦原新校交流センターを活用した交流イベント
・コミュニティバス（スクールバス等）導入に向けた調査・試験運行（社会実験）

―

方針に合致する主要な事業

【（目標１）芦原新校周辺における地域コミュニティの強化】
・芦原新校の整備に加え、本地区周辺の住民等が日常的に交流や活動等ができるよう、地域交流センターの整備を行い、都市機能の強化による居住環
境の向上を図り、定住促進と地域コミュニティの強化を図る。
・施設の利用促進、交流促進に向け、周辺の道路の整備、・防災や環境学習等の講座開催、コミュニティバス（スクールバス等）導入に向けた調査・試験
運行（社会実験）を行う。
・防災や環境学習等の講座開催等、持続的なまちづくりに向けた地域住民の意識の醸成を図る。

【基幹事業】
■道路
・スクールバス路線、通学路：市道1367号線、市道0111号線、市道1327・1751号線、市道0135号線
■地域生活基盤施設
・バス乗降・待機場の整備
・駐車場
■高次都市施設
・地域交流センター
■誘導施設
・教育文化施設：芦原新校（義務教育学校）
【提案事業】
■まちづくり活動推進事業
・芦原新校交流センターを活用した交流イベント
・コミュニティバス（スクールバス等）導入に向けた調査・試験運行（社会実験）

【（目標３）子育て・教育環境の向上】
・小・中学校の統合・整備に加え、未就学児も含めた子育て世代の交流・活動の場となる地域交流センターを整備し、子育て・教育環境の向上を図る。
・児童・生徒等の安全性確保に向け、スクールバス路線や通学路の整備、バス乗降・待機場の整備を行う。
・子育て世代を中心とした地域住民に対して、防災や環境学習等の講座の開催、コミュニティバス（スクールバス等）の運行に向けた調査・試験運行を行
う。

【基幹事業】
■道路
・スクールバス路線、通学路：市道1367号線、市道0111号線、市道1327・1751号線、市道0135号線
■地域生活基盤施設
・バス乗降・待機場の整備
・駐車場
■高次都市施設
・地域交流センター
■誘導施設
・教育文化施設：芦原新校（義務教育学校）
【提案事業】
■まちづくり活動推進事業
・芦原新校交流センターを活用した交流イベント
・コミュニティバス（スクールバス等）導入に向けた調査・試験運行（社会実験）

【（目標２）遠距離通学支援等に向けた地域公共交通の再編】
・芦原新校までのアクセス経路の利便性及び安全性を図るため、スクールバス路線や通学路の整備、バス乗降・待機場の整備を行う。
・遠距離通学支援だけでなく、地域住民の生活を支える地域公共交通の再編に向け、コミュニティバス（スクールバス等）導入に向けた調査・試験運行（社
会実験）を実施し、効果・課題等の検証を行う。

【基幹事業】
■道路
・スクールバス路線、通学路：市道1367号線、市道0111号線、市道1327・1751号線、市道0135号線
■地域生活基盤施設
・バス乗降・待機場の整備
・駐車場
【提案事業】
■まちづくり活動推進事業
・コミュニティバス（スクールバス等）導入に向けた調査・試験運行（社会実験）



目標を達成するために必要な交付対象事業等に関する事項（都市構造再編集中支援事業） 様式（１）-④-１

（金額の単位は百万円）
基幹事業

（参考）全体 交付期間内 交付対象 費用便益比
開始年度 終了年度 開始年度 終了年度 事業費 事業費 うち官負担分 うち民負担分 事業費 Ｂ／Ｃ

道路 スクールバス路線、通学路 小諸市 直 L=180m R8 R10 R8 R10 133 133 133 133 -

道路 スクールバス路線、通学路 小諸市 直 L=150m R8 R９ R8 R９ 144 144 144 144 -

道路 スクールバス路線、通学路 小諸市 直 L=170m R8 R11 R8 R11 152 152 152 152 -

道路 スクールバス路線、通学路 小諸市 直 L=100m R8 R12 R8 R12 41 41 41 41 -

公園

古都保存・緑地保全等事業

河川

下水道

駐車場有効利用システム

地域生活基盤施設 広場 小諸市 直 A=800㎡ R8 R9 R8 R9 131 131 131 131 -

駐車場

高質空間形成施設

高次都市施設 地域交流センター 小諸市 直 A=291㎡ R8 R9 R8 R9 85 85 85 85 -

観光交流センター

テレワーク拠点施設

賑わい・交流創出施設

賑わい・交流創出施設（地域資源活用型）

子育て世代活動支援センター

複合交通センター

誘導施設 医療施設

社会福祉施設

教育文化施設 小諸市 直 A=9771㎡ R8 R9 R8 R9 3,923 2,100 2,100 2,100 1.19

子育て支援施設

元地の管理の適正化

広域連携誘導施設

既存建造物活用事業

土地区画整理事業

市街地再開発事業

住宅街区整備事業

バリアフリー環境整備事業

優良建築物等整備事業

街なみ環境整備事業

住宅地区改良事業等

都心共同住宅供給事業

公営住宅等整備

都市再生住宅等整備

防災街区整備事業

復興促進事業

エリア価値向上整備事業

こどもまんなかまちづくり事業

暑熱対策事業

合計 4,609 2,786 2,786 0 2,786.0 …A

提案事業

（参考）全体 交付期間内 交付対象

開始年度 終了年度 開始年度 終了年度 事業費 事業費 うち官負担分 うち民負担分 事業費

小諸市 直 ― R12 R12 R12 R12 5 5 5 0 5

小諸市 直 ― R10 R11 R10 R11 2 2 2 0 2

小諸市 直 ― R8 R11 R8 R11 20 20 20 0 20

合計 27 27 27 0 27 …B

居住誘導促進事業

（参考）全体 交付期間内 交付対象

開始年度 終了年度 開始年度 終了年度 事業費 事業費 うち官負担分 うち民負担分 事業費

居住誘導促進事業

合計 0 0 0 0 0 …C

合計(A+B+C) 2,813.0

（参考）都市構造再編集中支援関連事業

直轄 補助 地方単独 民間単独 開始年度 終了年度

合計 0

（参考）関連事業

直轄 補助 地方単独 民間 開始年度 終了年度

小諸市 文部科学省 A＝1932㎡ 〇 R8 R9 560

小諸市 文部科学省 A＝1617㎡ 〇 R8 R9 1,066

小諸市 文部科学省 A＝308㎡ 〇 R8 R9 139

小諸市 環境省 〇 R8 R9 58

合計 1,823

全体事業費

事業 事業箇所名 事業主体 所管省庁名 規模 全体事業費

学校施設環境改善交付金事業（改修） 芦原新校

公立学校施設整備費負担金事業（増築） 芦原新校

学校施設環境改善交付金事業（トイレ改修） 芦原新校

地域脱炭素移行・再エネ推進交付金 芦原新校

事業 事業箇所名 事業主体 直／間 規模

事業 事業箇所名 事業主体 直／間 規模

地域創造
支援事業

事業活用
調査

まちづくり活動推進
事業

事業 事業箇所名 事業主体 直／間

（いずれかに○） 事業期間

（いずれかに○） 事業期間

事業 事業箇所名 事業主体 所管省庁名 規模

芦原新校交流センターを活用した交流イベント

コミュニティバス（スクールバス・小諸駅－各集
落等）導入に向けた調査・試験運行（社会実
験）

（参考）事業期間 交付期間内事業期間

交付期間内事業期間

細項目

事業効果分析調査（事後評価）

（参考）事業期間

芦原新校（義務教育学校）

住宅市街地総合整備事業

地域交流センター

広場の整備

市道0111号線（道路拡幅、W=9.5m）

市道1327・1751号線（道路拡幅、W=9.0m）

市道0135号線（バス停留帯整備、W=3.0m）

交付対象事業費 2,813.0 交付限度額 1,406.5 国費率 0.5

（参考）事業期間 交付期間内事業期間
細項目

市道1367号線（道路拡幅、W=9.5m）



都市再生整備計画の区域 様式（１）-⑥

中央西地区（長野県小諸市） 面積 13.4 ha 区域 新町２丁目、市町４丁目の一部

Ｎ長野県小諸市

中央西地区

中央西地区

居住誘導区域

都市機能誘導区域

都市再生整備計画の区域



様式（１）-⑦-1

コミュニティバス等の年間利用者数 (人) 56,840 (R６年度) → 57,000 (R12年度)

教育環境の満足度 (％) 33 (R６年度) → 38 (R12年度)目標

大目標：学校再編を契機とした世代を超えた交流と支え合いが育まれる持続可
能なまちづくりの推進
　　目標１：芦原新校周辺における地域コミュニティの強化
　　目標２：遠距離通学支援等に向けた地域公共交通の再編・周辺道路の安全
確保
　　目標３：子育て・教育環境の向上
　　目標４：公共施設の集約化による効率的・効果的な行政サービスの提供

代表的
な指標

中央西地区（長野県小諸市）　整備方針概要図（都市構造再編集中支援事業）

□提案事業（事業活用調査）

事業効果分析（事後評価）

■基幹事業（道路）

市道0135号線（バス停留帯、W＝3.0ｍ）

■基幹事業（道路）

市道0111号線（道路拡幅、W＝9.5ｍ）

■基幹事業（道路）

市道1327・1751号線（道路拡幅、W＝9.0ｍ）

■基幹事業（地域生活基盤施設）

広場の整備

■基幹事業（誘導施設）

教育文化施設（芦原新校（義務教育学校））

■基幹事業（高次都市施設）

地域交流センター

小諸駅

□提案事業（まちづくり活動推進事業）

芦原新校交流センターを活用した交流イベント

コミュニティバス（スクールバス・小諸駅-各集落等）導入に向けた調査・試験運行（社会実験）

■基幹事業（道路）

市道1367号線（道路拡幅、W＝9.5ｍ）

中央西地区

（13.4ha）


